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幹事会・総会報告 

2006 年 11 月 18 日（土）に龍谷大学で本年度第 2 回
幹事会が開催されました。出席幹事・監事は 25 名でし
た。また同日、この９月に新たに選出された次期幹事
による次期代表幹事・常任幹事選出会合も開かれまし
た。この会合への出席者は 19 名でした。報告事項およ
び協議を経て承認された事項は以下の通りです。 
1.次期幹事・監事選挙結果について、選挙管理委員会

委員長の八幡清文会員から報告され了承されました。
（「次期幹事・監事選挙開票集計報告書」参照。）な
お、投票数が少なかったので、投票数の増加に向け
た呼びかけをするべきだとの要望がだされました。 

2.幹事会はいったん中断され、次期幹事による次期役
員の選出会合が開催されました。新役員は、代表幹
事：高哲男、常任幹事：栗田啓子（大会組織委員会
委員長）、関源太郎（機関誌編集委員会委員長）、西
沢保（企画交流委員会委員長）、服部正治（学会賞審
査委員会委員長）、深貝保則（英文論集委員会委員長）
の各会員です。 

3.新入会員の承認の議では新たに７名の入会が認めら
れました。また退会希望 3 名が了承されました。そ
の結果、会員数は 757 名になりました。（「会員異動」
参照。） 

4.2006 年度会計の中間報告が行われました。 
5.機関誌編集委員会から、本年度第２号の進行状況、

編集委員の一部交代、８月締め切りの投稿論文数が
7 本あったことが報告されました。 

6.大会組織委員会から第 71 回大会（2007 年 5 月 26-7
日、九州産業大学）の大会プログラム案が報告され、
一部修正の上、承認されました。（「大会プログラム」
参照。）また次回大会は自由論題報告が４会場に渡る
ために大会開催校への大会費を 3 万円増額すること
も承認されました。さらに、次々年度第 72 回大会の
共通論題についても組織者など大枠が承認されまし
た。（「大会組織委員会報告」参照。） 

7.企画交流委員会から、９月 5-6 日に開催された「若
手研究者育成プログラム」の実施結果、12 月に開催
予定の ESHET-JSHET 国際会議の準備状況について報
告がありました。（「企画交流委員会報告」参照。） 

8.英文論集委員会、学会賞審査委員会、日本経済学会

連合会の活動経過についてそれぞれ報告が行われま
した。（各委員会からの「報告」参照。） 

9.会則内規の修正および追加の改定が提案され了承さ
れました。改定は以下の通り。 

＜『経済学史研究』の会員への頒布価格を明示す
る規定＞ 
２．第７条に関し、機関誌の追加を希望する会員
には、一部 1,800 円で頒布する。 
＜2005 年改訂時に誤って第４条から欠落させた
規定を、多少修正し、５．として明記する＞ 
５．被選挙人名簿に記載される者は、第 13 条の該
当者が除かれる他、幹事の任期開始の時において
満 68 歳未満である会員に限られる。 
＜幹事・監事選挙について次の規定を６．として
追加する。 
６．第 13 条と第 16 条の連続して 3期を超えない
という規定は、幹事と監事を合わせて 3 期務めた
場合にも適用される。 
＜「年報」という呼び方を「機関誌」に統一する＞ 
現行７．１）年報編集委員会委員長 → 改定９�．
１）機関誌編集委員会委員長 

10.前回の幹事会及び総会で結論を持ち越していた会
費改定問題について議論されました。 
まず若手割引の必要については合意が再確認されま
した。意見が分かれていた高齢者割引については、
今回は見送り、引き続き議論していくことになりま
した。ただ高齢者にも魅力ある学会運営をめざして、
大会運営での役割分担、学会ニュースへの寄稿など
をお願いしていくことになりました。以上をふまえ、
来年度の総会では、若手の会費を 6,000 円に引き下
げ、普通会員については会費の値上げ（10,000 円を
予定）を提案、2008 年度からの実施をめざすことに
なりました。 

11.その他。日本学術会議のなかに設けられている
IEA(国際経済学連合)分科会の委員として堂目卓生
会員を経済学史学会から推薦することが了承されま
した。 

（千賀重義） 
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経済学史学会第 71 回大会プログラム 

http://society.cpm.ehime-u.ac.jp/shet/conference/71th/conf71j.html 
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次期幹事・監事選挙 開票集計報告書 

 

選挙管理委員長 

八幡 清文 

選挙管理委員 

伊藤  哲 

荒  恵子 

 

次期（任期 2007 年 4 月 1 日から 2009 年 3 月 31 日まで）の幹事・監事の選挙の投票は、2006 年 9 月 7 日を

もって締め切られ、9 月 19 日午後 2 時から、学会事務局のある横浜市立大学八景キャンパス会議室において

開票作業を行い、当選者を確定しましたので報告いたします。 

 

有効投票総数：68 

 

新しく選出された幹事・監事は次の通りです。 

＜幹事当選者＞30 名 

有江 大介 池尾 愛子 池田 幸弘 井上 琢智 大森 郁夫 

音無 通宏 栗田 啓子 小峯  敦 坂本 達哉 佐藤 有史 

篠原  久 関 源太郎 千賀 重義 高  哲男 竹本  洋 

田中 秀夫 中山智香子 新村  聡 西沢  保 服部 正治 

原田 哲史 平井 俊顕 深貝 保則 的場 昭弘 馬渡 尚憲 

御崎加代子 水田  健 八木紀一郎 山田 鋭夫 渡会 勝義 

＜監事当選者＞2 名 

喜多見 洋 橋本 昭一 

 

開票集計の際の措置について 

15 名記載されていない場合でも、記入分は有効として集計した。 

漢字の誤記も、会員を明確に特定できる場合、有効として集計した。 

監事得票者が幹事当選者である場合、監事当選者から除外した。 

当選通知は、開票終了後、代表幹事と選挙管理委員長によって、当選者に通知された。 
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各委員会報告 

編集委員会 
 

１）『経済学史研究』第 48 巻第 2 号は、12 月 20 日公刊予定となっている。総ページ数 133 頁で、論文 3 編

（英文 1 編、日本語論文 2 編）、研究動向 2 編、Notes and Communications 3 編（英文 1 編、日本語 2 編、

第 3 回研究奨励賞講評）、書評 11 編から構成されている。 

２）8 月締め切りの投稿論文数は 7 編であった。 

３）編集委員の交代については、喜多見洋、中村宗悦、中山智香子が退任され、新たに荒川章義、出雲雅志、

米田昇平が選任された。なお、新編集委員長として関源太郎が選任された（各敬称略）。 

４）会員の英文による投稿を歓迎致します。 

（井上琢智） 

 

 

大会組織委員会 
 

１．11 月 18 日（土）の幹事会にて、2007 年度第 71 回大会（2007 年 5 月 27･28 日（土・日）、九州産業大学）

プログラム（別掲）が承認されました。なお、報告題名、司会者、予定討論者など今後変更の可能性があ

ります。 

２．2008 年度第 72 回大会の共通論題は、「貧困と福祉の経済思想」（仮題）とし、小峯敦、新村聡、渡会勝

義会員を中心に組織していただくことが了承された。 

（服部正治） 

 

学会賞審査委員会 
 

１．2006 年 10 月末に締め切った第４回研究奨励賞本賞候補作品の推薦は残念ながらありませんでした。 

２．したがって、今年度は『経済学史学会年報』第 45・46 号、『経済学史研究』第 47 巻第 2 号および第 48

巻第1号に掲載された投稿論文のうち被推薦者資格を充たす会員の論文８本を研究奨励賞『経済学史研究』

論文賞の審査対象として現在審査中です。 

３．それらの中で、特に優れた作品については審査委員会内規６に従い研究奨励賞本賞の審査対象となりま

す。 

４．審査結果は 2007 年５月の幹事会に報告され、最終決定されたうえで、総会において表彰、受賞作の講

評が『経済学史研究』に発表される予定です。 

（大森郁夫） 

企画・交流委員会 
 

１．第一回若手研究者育成プログラム 

学会ニュース No.28 でお知らせした第一回若手研究者育成プログラムは、2006 年 9 月 5･6 日に関西学院大

学の会議室を借りて開催されました。若手研究者の出席者数は 6 名で、うち報告者は 4 名でした。講師とし

ては栗田啓子、高 哲男、堂目卓生、御崎加代子会員が参加し、田中敏弘名誉会員による特別公演がありま

した。当初の予定は 3 日間でしたが、出席・報告希望の申し込み数から判断し、2 日間で開催可能であると

見込まれたため、申し込み締め切り後に急遽 2 日間に変更しました。これは新企画であり、しかも広報が遅

れたことも出席者数に影響していると思いますが、報告者や出席者および講師からの事後的なアンケートの
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結果では、「出席者数が少ないのは残念であったが、じっくりと報告・討論の時間を与えられ、さまざまな

意見・アドヴァイスをもらったことは大変良かった」という点でほぼ一致しておりました。講師側の感想の

なかに、「若い人の研究をじっくり聞くことが楽しく、また勉強になる」というものもありましたが、でき

るだけ報告者のテーマに近い講師を集めたり、講師による研究動向のサーヴェイを入れるとか、もう少し早

く日程を決めるなど、工夫の余地はまだまだある、というのが率直な感想です。 

なお、育成プログラムそのものは「学会報告」ではなく、完成された論文の発表ではなくあくまでも研究

途上の「報告」ですから本来その「プログラム内容」は公表しないはずのものとはいえ、何しろ初めての試

みであり、具体的なイメージをつかんでいただくために、実際のプログラムを以下掲載しておきます。 

 

第一回若手研究者育成プログラム参加者一覧(2006 年 9 月 5･6 日：於関西学院大学) 

会場：関西学院大学経済学部 第二研究館：研究会室１ 

 時間 報告者氏名 論題 

5 日 
13:00～

13:20 
  受付 

  
13:30～

14:20 
髙 哲男 研究テーマの選び方と論文作成の技法：学会誌編集の経験から 

  
14:30～

16:00 
出席者全員 自己紹介:研究内容や問題関心を中心に 

  
16:00～

16:30 
  休憩 

  
16:30～

18:00 
中井大介 シジウィックの政治哲学論 

  
18:20～

20:00 
歓迎会 関学会館 

      

6 日 
9:00～

10:30 
石田教子 経済学における功利主義と進化論：ヴェブレンとボナー 

  
10:30～

10:45 
  休憩 

  
10:45～

12:00 
田中敏弘 特別講演 ： 経済学史研究について 

  
12:00～

12:40 
  昼食(関学会館) 

  
12:50～

13:20 
  関西学院大学図書館貴重書展示および書庫見学 

  
13:30～

15:00 
大槻 忠史 

景気の大循環の発生メカニズム理論に対する比較研究： 

N.D.コンドラチエフと S.デ・ヴォルフ 

 

２．第一回 ESHET-JSEHT 合同会議 

2003年末から準備してきた第一回ESHET-JSHET合同会議が、「経済思想史における知識・市場・経済統治」
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というテーマのもとに、2006年12月17日～20日にニース大学ソフィア・アンティポリスキャンパスで開催さ

れました。八木紀一郎会員の基調報告で始まった合同会議は、かなりハードなスケジュールにもかかわらず、

ESHET、JSHET両学会の30人ほどのメンバーによる報告と活発な討論が行われ、３日間の充実した日程を終え

ることができました。これまでのJSHETのメンバーが個別に築き上げてきた国際交流の成果が、このような

学会レベルの交流を成功させたと評価することができると思います。 

なお、この合同会議に対しては、学術振興会の２国間セミナーの助成金を受けることができ、参加者の財

政的な負担を軽減することが可能になりました。最後に、合同会議の開催主体となったニース大学のメンバ

ーの努力に感謝すると共に、合同会議の開催を承認し、支援してくださった経済学史学会の会員の皆さまに

も厚くお礼申し上げます。 

ご参考までに、すでにインターネットで公開済みですが、合同会議のプログラムを以下に紹介しておきま

す。 

 

ESHET-JSHET MEETING 

17-20 December 2006, GREDEG CNRS UNSA 

Sunday 17 December 

Keynote speech 14H30-15H30 

Chair = Annalisa ROSSELLI, Tor Vergata Uiversity, Roma. 

Kiichiro YAGI, Kyoto University. 

Baien’s Kagen in the 17th and 18th Century. Japanese and European Economic Thought 

 

Session 1 ‒ Classical Precursors 15H30-17H30 

Chair = Junichi HIMENO, Nagasaki University. 

Masazumi WAKATABE, Waseda University. 

Knowledge, Markets, and Governance: Adam Smith’s Project Reconsidered 

Tetsuo TAKA, Kyushu Sangyo University. 

Smith’s Conception of instinct and the biologic foundations of economics 

Pier Luigi PORTA, Biccoca Milano University. 

Consumer sovereignty in Pietro Verri’s analysis of the competitive market 

 

Session 2 ‒ Cambridge legacy 17H45-19H45 

Chair = Cristina MARCUZZO, La Sapienza University, Roma. 

Toshiaki HIRAI, Sophia University. 

Social Philosophy in Interwar Cambridge ‒ Seeking the Cure for the Malaise of the Market Society 

Bertram SCHEFOLD, Johann Wolfgang Goethe ‒ University, Frankfurt. 

CES Production functions in the Light of the Cambridge Critique 

 

Monday 18 December 

Session 3 ‒ The intellectual influence of Hayek 9H00-11H00 

Chair = Kiichiro YAGI, Kyoto University 

Richard ARENA, GREDEG/CNRS and UNSA and Pierre GARROUSTE, ATOM, University Lyon II 

Market or markets? 

Yousuke YOSHINO, Graduate School of Economics, Kyoto University. 

Hayek’s “Inter-Subjectivism” ‒A Trail Interpretation of His Methodology 
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Christian SCHMIDT, University of Paris IX. 

Is Hayek a precursor of neuroeconomics ? A retrospect view 

 

Session 4 ‒ The intellectual influence of Marshall 11H30-13H00 

Chair =Bertram SCHEFOLD, Johann Wolfgang Goethe ‒ University, Frankfurt 

Tamotsu NISHIZAWA, Hitotsubashi University. 

Marshall on Britain’s Industrial Leadership : “Industry and Trade” reconsidered 

Kenji FUJII, Aoyama Gakuin University. 

Marshall’s Normal Equilibrium and State of Production Knowledge 

 

Session 5 ‒ Firms and Industrial Organisation 14H30-16H00 

Chair = Harald HAGEMANN, University of Hohenheim, Stuttgart. 

Yuichi KIMURA, Hitotsubashi University. 

Early Kaldor on the theory of the firm: A disequilibrium approach 

Tiziano RAFFAELLI, University of Pisa. 

Coordination costs in the 1930s debates on business size 

Discussion on the cooperation between JSHET and ESHET 16H30-19H00 

 

Tuesday 19 December 

Session 6 ‒ Markets and economic governance 9H00-11H00 

Chair = Heinz KURZ, University of Graz. 

Manuella MOSCA, University of Lecce. 

The Austrian theory of “unnatural monopoly” 

Atsushi KOMINE, Ryukoku University. 

Beveridge on Economic General Staff: from Economic advisor to social designer 

Keiko KURITA, Tokyo Women’s Christian University. 

Associations and/or the State: Economic Governance “à la française” 

 

Session 7 ‒ General Equilibrium and Welfare 11H15-12H45 

Chair = Pascal BRIDEL, Centre Walras Pareto, Lausanne University. 

Yasunori FUKAGAI, Yokohama National University. 

Diversity of the Projects of Welfare and Justice: British Political and Economic Ideas in the Second 

Half of Nineteenth Century 

Annie COT, University of Paris I. 

The Cowles Commission and the development of General Equilibrium Theory: the Socialist Calculation 

Matrix. 

 

Session 8 ‒ The legacy of Vienna 13H45-15H15 

Chair = Yuichi SHIONOYA, Hitotsubashi University,Tokyo 

Misako AKIYAMA and Susumu EGASHIRA, Toin University of Yokohama and Keio University ‒Otaru University 

of Commerce. 

Ernest Mach and the Origin of the Knowledge Theory in the Former Austrian Empire 

Heinz KURZ, University of Graz. 
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Innovations and Profits. Schumpeter and the Classical Heritage 

 

Wednesday 20 December 

Joseph Schumpeter’s Contribution to Economic Sociology 

Keynote speech ‒Richard 9H00-10H00 

Chair = Richard ARENA, GREDEG/CNRS and University of Nice-Sophia Antipolis 

Yuichi SHIONOYA, Hitotsubashi University. 

Schumpeter and Rhetoric 

 

Session A 10H00-11H30 

Chair = Yuichi SHIONOYA, Hitotsubashi University, Tokyo 

Kiichiro YAGI, Kyoto University. 

Schumpeter and the Concept of Social Evolution 

Philippe STEINER, University of Lille. 

Schumpeter on the sociology of economic knowledge 

 

Session B 11H45-13H15 

Chair = Thorbjørn KNUDSEN, University of Southern Denmark 

Harald HAGEMANN, University of Hohenheim, Stuttgart. 

“The Schumpeter-Hahn Type of Cycle Theory: L. Albert Hahn’s Economic Theory of Bank Credit” 

Cécile DANGEL-HAGNAUER, GREDEG/CNRS and University of Nice-Sophia Antipolis. 

Schumpeter’s Economic Sociology of Money 

 

Session C 14H30-16H30 

Chair = Cécile DANGEL-HAGNAUER, GREDEG/CNRS and University of Nice-Sophia Antipolis 

Richard ARENA, GREDEG/CNRS and University of Nice-Sophia Antipolis. 

Economic Rationality and the Emergence of Institutions: A Schumpeterian view 

Agnès FESTRE and Pierre GARROUSTE, University of Nice-Sophia Antipolis and GREDEG/CNRS 

and ATOM University of Lyon I. 

Rationality, behaviour and institutional change 

Thorbjørn KNUDSEN and Markus BECKER, University of Southern Denmark and BETA (CNRS), Strasbourg. 

Schumpeter and the Organization of Entrepreneurship 

 

（高 哲男：栗田啓子） 
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英文論集編集委員会 
 

第5集（ブリテン帝国と経済思想）について、2006年12月にケンブリッジからお二人の研究者にご来日い

ただいて執筆者会議を開催しました。2007年夏を目安に基礎的な原稿のとりまとめを行なうスケジュールで

進行中です。 

第6集についてはオーストリー学派をベースにしつつ、経済思想における主観主義を中心主題とした形で

準備できるようにアイデアを煮詰めている段階です。2007年の大会の折には、いま少し具体化した形でご報

告できるように準備中です。英文論集編集委員会ではいくつかのプランを同時平行的に進めることができる

ように検討しております。企画として相応しいテーマの案がありましたら、アイデアを英文論集委員長 (深

貝保則 e-mail: fukagai@ynu.ac.jp) にお寄せ下さい。 

（深貝保則） 

 

 

日本経済学会連合 
 

 平成 18 年度 第 2 回評議員会 

日時 平成 18 年 10 月 19 日 

場所 早稲田大学商学部 

報告事項 

１ 外国人学者招聘滞日補助決定の件 

   本年度第 2 次として日本会計研究学会ほか 3 件の補助が決定した旨の報告があった。 

２ 国際会議派遣補助決定の件 

   日本地域学会、日本比較経営学会、比較経済体制学会に補助が決定した旨の報告があった。 

３ 学会会合費補助の件 

日本経営システム学会に補助が決定した旨の報告があった。 

４ 『英文年報』第 26 号の編集経過報告があり、本年 12 月に発刊予定の旨、報告があった。 

５ 平成 18 年度会計の中間報告がされた。 

 

審議事項 

１ 連合加盟申請の件 

アジア市場経済学会からの申請が承認された。 

２ 平成 19 年度事業計画の件 

例年通りの事業計画が提案され、承認された。 

３ その他 

１）日本学術会議の新体制発足に伴い、本連合の規約の改正（いずれも技術的な変更）が必要となり、

評議会で提案され承認された。 

２）次回評議会が、来年 5 月中旬に開催されることが了承された。 
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会員異動 （2007 年 1 月現在） 
 

現在の会員数７５８名 

（2006 年５月幹事会時 754 名＋新入会員７名‐退会希望者３名） 

 

会員異動（２００７年３月３１日退会希望者２（３）名） 

 

１．新入会員 

（省略） 

 

２．名簿訂正・住所等変更 

（省略） 
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部会活動 

関西部会 

150 回例会 

日時：2006 年 7 月8 日（土）13:00～ 

会場：甲南大学本校舎3 号館7 階(第1 会議室） 

参加者：31 名 

 

第１報告 「アダム・スミス，グラスゴウ大学『法

学講義』における police 論について」 

三好宏治会員（神戸学院大学大学院） 

 

第２報告 「L.v.ミーゼスのアプリオリズムの認識

論的正当化」 

徳丸夏歌会員（京都大学大学院） 

 

第３報告 「F.Y.エッジワースの功利主義と犠牲説 

‐「課税の純粋理論」を中心に‐」 

上宮智之会員（関西学院大学非常勤講師） 

 

アダム・スミス，グラスゴウ大学『法学講義』

における police 論について 

三好 宏治 

 

スミスの法学に関するこれまでの経済学者の研究

では、所有権と財産権が区別されず、また、所有権の

絶対性と債権の完全性を混同する基本的問題が存在

してきた。さらに、近代自然法学がローマ法学の系譜

に属するという法思想史的事実も軽視されてきた。こ

れらの問題意識を前提に置きながら、本報告では、グ

ラスゴウ大学『法学講義』の police 論の意味とその

位置づけの明確化を試みた。 

スミスが「四段階論」の各段階で展開した所有権の

権利範囲の内実は、資本蓄積に伴う生産形態への最適

化という形でスミスが推測的に導き出したものでは

ない。狩猟、牧畜、農業段階での権利内容の叙述は、

基本的に、ユスティニアヌス法典の記述に基づいてい

る。そして、商業段階における権利内容の特徴は、古

代ローマ法では認められていなかった非形式的無名

諾成契約が、グロティウス以降の近代自然法学では保

護すべき財産権へと変化したことに見出すことがで

きる。つまり、スミスの｢四段階論｣は、過去に実在し

た法内容に基づいて構成されていたと結論できる。 

このことから、(a)スミスは過去に存在した法内容

に精通しており、(b)スミスが語る商業社会は近代ヨ

ーロッパであったと推測できる。ところで、近代ヨー

ロッパには、ローマ法学の系譜に属さない、善きポリ

ツァイ思想を源流とする諸法規が存在する。これは、

主権者による権利・義務関係の形成的設定を内容とし、

市民法とは異なる原理で構築された法体系である。

(b)より、スミスが商業社会について語る場合には、

この系譜を無視できず、(a)より、スミスがこの系譜

を知らなかったとは考えにくい。つまり、『法学講義』

police 論は、市民法とは異なる法原理に属する議論の

集中により成立したという側面がある。したがって、

police 論への経済学的議論の集中は経済学的認識だ

けではなく、法学的認識の深まりによっても成立した、

と解釈できるのである。 
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L.v.ミーゼスのアプリオリズムの 

認識論的正当化 

徳丸 夏歌 

 

本研究の狙いは L.v.ミーゼスがそれに基づいて理

論社会科学を正当化しようと試みた、認識式論的立場

を分析することである。ミーゼスによれば理論社会科

学は、“人間行為のカテゴリー”から出発する独自の

アプリオリに真な学問分野（；プラクシオロジー）で

ある。本研究はミーゼスの立場をいわゆる境界設定問

題を解決する試みとして探求し、ミーゼスの行為カテ

ゴリーが４通りに解釈されうることを提起する。ⅰ）

行為カテゴリーは観察命題、または内観から得られた

経験を描く言明として解釈されうる。プラクシオロジ

ーをアプリオリな独自の社会科学として確立するた

めに、ミーゼスは厳密普遍命題またはアプリオリに真

な総合判断である規則性が可能であることを示さな

ければならなかったが、本研究の分析結果によればa)

ミーゼスはこのような方法を拒否し、b)またこの議論

それ自体でも、アプリオリな総合判断が可能であるこ

とを示すことはできない。ⅱ）行為カテゴリーは社会

的世界の基本存在論形式として解釈されうる。ここで

もミーゼスは行為カテゴリーがアプリオリな総合判

断であることを示すことができず、それゆえ彼の認識

論的立場は論理的および認識論的根拠から拒否され

る。ⅲ）行為カテゴリーは定義として解釈されうる。

言明の真理評価基準として分析性はアプリオリであ

ることを含意するため、定義は常に真である。この解

釈によってミーゼスの立場を一種の約束主義と見な

しうる。この立場は論理的には妥当であるが、認識論

的根拠から拒否されなければならない。ⅳ）行為カテ

ゴリーは個人が条件に従って行為することを規定す

る方法論的原則と解釈されうる。方法論的原則は真か

偽かではなく、狙いにとって有用か否かである。これ

は方法論的個人主義の要求に合致するが、この解釈に

よってもプラクシオロジーのアプリオリな妥当性を

示すことはできない。 

 

 

 

F.Y.エッジワースの功利主義と犠牲説 ‐「課

税の純粋理論」を中心に‐ 

上宮 智之 

 

エッジワースは，初期の 2 つの著作（『倫理学の新

方法と旧方法』（1877 年），『数理精神科学』（1881 年））

において，独自の功利主義論を展開した．これらの著

作において，彼は，交換取引だけではなく，あらゆる

領域の契約には不確定性が存在し，これを仲裁するた

めに功利主義が必要であると述べた．さらに彼は，快

楽の同一単位計測可能性を容認すると同時に，個人の

快楽の受容能力には差異が存在するとの考えのもと，

ベンサム主義的な「平等性」概念を批判し，財産の不

平等分配を肯定していた． 

1897 年の「課税の純粋理論」において適切な課税基

準について言及したエッジワースは，不確定性の存在

を理由に「売買の原理」に基づく「利益説」を否定し，

個人効用比較を前提とする「犠牲説」の立場を採って

いる．エッジワースは，犠牲説のなかでも，「均等絶

対犠牲」および「均等比例犠牲」の概念を含む「同等

的犠牲の原理」と「最小犠牲の原理」（「均等限界犠牲」）

とを比較する．彼によると，「同等的犠牲の原理」は，

導かれる課税体系が想定される所得効用関数の形に

よって異なる可能性があるうえ，実際に適用する際の

説得力に欠ける，という．これに対して「最小犠牲の

原理」は，限界効用逓減法則を想定さえすれば所得効

用関数を特定化する必要がなく，またその適用におい

て最小犠牲（＝幸福最大）という説得力を有する点に

おいて優れている．エッジワースは，いくつかの留保

条件をつけながらも，「最小犠牲の原理」から導かれ

る累進課税に賛成する．しかし，彼は財産を完全に平

等にするほどの累進性には反対した．これは彼が，財

産の完全平等が社会全体の幸福最大をもたらすのは

個人の快楽受容能力が等しい場合のみであり，この快

楽受容能力には差異が存在すると考えていたためで

ある． 

このように，初期において論じられたエッジワース

の功利主義論は，「課税の純粋理論」においても色濃

く見受けられる． 
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151 回例会 

日時：2006 年 11 月18 日（土）13：00～ 

会場：龍谷大学（深草校舎） 

参加者：29 名 

 

第１報告 「17 世紀後半のナポリ王国における政治

経済思想の一例‐ジュゼッペ・ヴァレッタの貨幣改

鋳に関する草稿を中心として‐」 

吉岡亮会員（京都大学大学院） 

第 2 報告 「トレンズの機械論」 

久松太郎会員（神戸大学大学院） 

第 3 報告 「戦前日本における社会主義経済計算論

研究とその社会的影響‐山本勝市を中心に‐」 

牧野邦昭会員（京都大学大学院） 

 

17 世紀後半のナポリ王国における 

政治経済思想の一例 

‐ジュゼッペ・ヴァレッタの貨幣改鋳に関す

る草稿を中心として‐ 

吉岡 亮 

 

本報告は、17 世紀後半のナポリ王国における政治経

済思想の一例としてジュゼッペ・ヴァレッタ

（Giuseppe Valletta,1630-1714）をとりあげ、彼が

1675 年に執筆したと推定される貨幣改鋳に関する草

稿『友への回答―新貨幣製造の際に要求された監督立

会について都市ナポリが有する諸権利に関して―』を

分析し、そこから読みとれる政治経済思想を明確にし、

かつその源泉を明らかにする目的で行われた。 

当該草稿は「都市による、貨幣鋳造時における都市

代表者の立会監督という要求が合理的である」ことを

示す目的で執筆されたが、そのために彼は「君主は臣

民の同意なしに貨幣を改悪することはできない」とい

う理論に根拠を求めた。 

ヴァレッタは次の理論に依拠し臣民の同意のない

君主による恣意的貨幣改悪を否定した。第一に貨幣は

万民法の下にあるのであり、君主といえども万民法を

超えることはできないという理論である。第二に貨幣

は内在的質（金属の純度と重量）と外在的質（刻印）

からなるが、この三つは一致していなければならない

という理論である。第三に貨幣操作は臣民の財産の間

接的操作に等しく、臣民の同意を要する課税に他なら

ないという理論である。第四に都市行政の一部を都市

民代表者が担ってきた歴史的事実があり、都市民代表

者の行政への関与は王権を傷つけるものではないと

いう理論である。 

このようなヴァレッタの思想は様々な先駆的思想

家の影響を受けて成立したものだが、その中でもスペ

インの思想家ファン･デ･マリアーナ（Juan de Mariana, 

1536-1624）の影響も見逃せないものである。両者に

は当然差異も見られるが、次の点で一致している。貨

幣に内在的・外在的質を認め、その両者が一致すべき

とした点。臣民の同意を得ずに君主は貨幣を改悪でき

ないという点。君主は臣民の財産に対し所有権を持た

ないとした点。君主は臣民の同意を得ずに課税を行う

ことはできないという点。このように、ヴァレッタは

自らの主張の中心部分においてマリアーナから大き

な影響を受けていたものと考えられる。 

 

トレンズの機械論 

久松 太郎 

 

本報告では、トレンズの 3 つの文献、「オウエン氏

のプラン」（1819 年）、『富の生産』（1821 年）そして

『賃金と団結』（初版1834 年）における機械論を包括

的に考察・分析することを目的とした。あわせて、彼

の機械論に影響を及ぼした人物を推察することに努

めた。 

「オウエン氏のプラン」においてトレンズは、機械

導入後の生産と消費の一時的な不均衡による部分的

供給過剰の存在を認めつつも販路説（セイ法則）の必

然的成立を主張して、 “機械導入→生産量増加→生

産と消費の不均衡による一般的供給過剰→失業”とい

うオウエンの見解を否定した。だがここでは、機械導

入と労働雇用との直接的な関係が明確に論じられて

いるとはいい難い。 

次に『富の生産』において彼は、リカードウ新機械

論を「彼の本来の学説からの最近の逸脱」と述べ、そ

の批判を行いつつ自身の機械論を展開した。彼は、機

械の導入による労働の一時的な排除を認めつつも、機

械導入→生産費低下→利潤増加→賃金基金増加→雇

用増加という論理構成に従った補償説的機械論を考

えていた。またここでは、機械の導入と労働雇用との

関係が明確に論じられている。さらにここでの議論は、
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マカロックの「機械と蓄積との影響」（1821 年）にお

ける機械論に影響を受けた可能性が考えられる。 

さらに『賃金と団結』において、彼はより詳細な機

械論を結実させた。ここでの機械論も補償説ではある

が、機械導入→生産費低下→利潤増加→労働維持基金

増加→賃金率上昇ないし雇用増加というシェーマに

基づく1 部門内における議論と、機械導入によって当

該部門の労働者は一時的に排除されるが、いずれは他

の部門において再吸収されるという、部門間での雇用

転換を視野に入れた議論とがある。そして、（1）機械

導入と雇用量との関係のみならず、それと賃金率との

関係まで明確に議論されていること、（2）一時的な失

業者の再雇用が部門間での雇用転換・労働移動によっ

ても説明されていること、（3）「機械力」のみならず

「動物力」の導入の例証も論じられていること、（4）

一時的な失業者の再雇用を促進・助長するための「国

民基金」が提案されていることにおいて、これまでの

機械論よりも明確な議論がなされている。またここで

の議論は、シーニアの 1830 年の『賃金率に関する 3

講義』における機械論に影響を受けた可能性が考えら

れる。 

 

戦前日本における社会主義経済計算論研究と

その社会的影響 

‐山本勝市を中心に‐ 

牧野 邦昭 

 

戦前の日本においては「社会主義か資本主義か」「統

制経済か自由経済か」という経済政策をめぐる論争が

行われており、欧米と同様に社会主義における経済計

算の問題が注目を集めていた。大正時代に社会主義を

実現する際の「価値」に注目した経済学者として、京

都帝大の田島錦治が挙げられる。田島は M. ブルギャ

ンなどに依りながら労働価値説では資本主義におけ

る価格が需給の均衡、技術進歩で果している役割を担

うことができないとして、社会主義は実現不可能であ

ると説いた。昭和初期になるとヨーロッパで経済計算

が問題になっていることの紹介が社会政策学派を中

心として紹介されるようになる。小泉信三は B. ブル

ツクスに注目して価格形成の不可能性から社会主義

における経済運営の困難さを主張した。一方、O. ラ

ンゲによる競争的社会主義に関しては安井琢磨らに

より注目され太平洋戦争中にも盛んに研究が行われ

ている。実際の戦時価格統制で現実の需給に応じた価

格公定の迅速化が望まれていたことにより、価格を柔

軟に変更していく競争的社会主義に期待がかけられ

ていた。これに対し、青山秀夫は経営指導者の動機付

けが欠けていることを競争的社会主義の最大の問題

点として批判した。 

日本で最も早い時期に本格的に社会主義経済計算

論の研究に取り組んだのは和歌山高商教授・文部省国

民精神文化研究所所員であった山本勝市（1896-1986）

である。山本は河上肇に学んだがその後重農学派研究

などを通じて社会主義批判に転じ、1931 年から翌年に

かけての留学でブルツクスと G. ハルムに学んだ。そ

して1932 年の著書『経済計算』は L. v. ミーゼスと

ブルツクスに依りながら各種の経済計算論を取り上

げた、世界でも極めて早い時期の社会主義経済計算論

の体系的研究書である。山本は現代社会は「巨大な社

会」であり、原始共産体などの「小さな社会」とは異

なること、また河上が『貧乏物語』で説いたように資

本などの「欲望充足手段」は稀少であり、合理的計算

に基づき欲望充足が用いられなければならないこと

を前提として経済計算の問題に取り組んだ。そしてO. 

ノイラートらの実物計算論やヴァルガらの労働価値

計算論、E. ハイマンらの貨幣価値計算論（初期の競

争的社会主義の試み）を検討し、最終的にミーゼスの

主張が妥当であるとしている。また 1939 年の『計画

経済の根本問題』では、ランゲらの競争的社会主義の

主張に対して、社会主義は経済計算問題に直面するこ

とで、失業や不況を引き起こす可能性を持つ競争的社

会主義という「窮屈な矛盾の体系」に逃げ込んだとい

う評価をしている。そしてブルツクスの研究を参考に

しながらソ連の戦時共産主義・第一次五カ年計画にお

ける混乱を紹介し、社会主義は恐怖政治になると批判

した。 

山本は文部省国民精神文化研究所所員としてマル

クス主義批判、いわゆる「思想善導」としての役割を

担ったが、マルクス主義だけでなく「右翼」の統制経

済論（革新右翼、国家社会主義者など）に対しても批

判を繰り返した。1936 年の電力国家管理案（民有国営

案）に対する山本の批判は陸軍からの抗議により政治

問題化した。また利潤統制・価格の自主的統制を訴え

た笠信太郎の『日本経済の再編成』（1939 年）に対し

て、山本は利潤統制は経済計算の基礎を喪失し、生産
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拡充ではなくむしろ資源の浪費・生産性の低下を引き

起こすと批判し、財界・政党関係者・観念右翼による

経済新体制反対運動に大きな影響を与えた。1940 年に

閣議決定された「経済新体制確立要綱」では利潤原理

が容認されたが、新体制推進側の反撃により山本の著

書は絶版とされた。こうした「経済計算」を根拠とす

る統制経済批判に対し、柴田敬は価格・労賃を固定化

し、独占企業を公社化して赤字（黒字）を補助金（利

潤上納金）で調整していくことで計画経済でも経済計

算は可能であると主張した。しかし現実の戦時経済で

は価格統制は利益率低下をもたらし生産力拡充を抑

制することになり、商工省の方針転換により基礎素材

生産価格の弾力化が実施された結果、1943 年の計画達

成率は 100％を突破した。結局のところ、戦時経済の

運営においても経済計算の問題を無視することは不

可能であったといえる。 

 

 

西南部会 

第101 回例会報告 

日時：第1 日目：2006 年7 月22 日（土） 13：30～ 

第2 日目：2006 年7 月 23 日（日) 

9：30～12：00 

場所：熊本学園大学経済学部 

参加者：第1 日目：18 名、第2 日：15 名 

 

第 1 日目 

第 1 報告 「ヴェブレンにおける企業価値 ― q 理

論の一系譜」 

山崎 好裕 会員（福岡大学） 

第 2 報告：「19 世紀後半の英国における新自由主義

概念について 

～ラウントリ‐の『伝記』を手がかりに～」 

岡村 東洋光 会員（九州産業大学） 

第 3 報告：「環境経済学の源流にふれて：Herman E. 

Daly 」 

桂木 健次 会員（福岡工業大学） 

第 2 日目 

論 題： 「欲求と秩序 ― 18 世紀フランス経済学

の展開 ―」 

米田 昇平 会員（下関市立大学） 

ヴェブレンにおける企業価値  

‐ q 理論の一系譜 

山崎好裕 

 

アメリカ制度学派の祖であるヴェブレンは 1904 年

の著作『営利企業の理論』のなかで、後にアメリカ・

ケインジアンのトービンが提起することになるq理論

と同じ内容を述べていることが、これまでも複数の研

究者によって指摘されてきた。だが、本報告の目的は

そのことを再確認することにあるのではなく、ヴェブ

レン的なq理論解釈がトービン自身のq理論理解の混

乱を正すことに繋がるという論点を提起することに

ある。 

トービンは、企業の市場価値と設備の再取得価格の

比であるqを企業の投資額を決める要因であると考え

た。このq の値はケインズの「資本の限界効率」と利

子率の比に等しいから、q 理論はマクロ投資関数を提

示しているというのが、トービン以来今日までの解釈

であった。林文雄はこの方針に基づき 1982 年の論文

で、投資理論としてのq 理論が調整費用を伴う新古典

派投資理論と同値であることを示した。 

このことに関連して、メドレンという研究者が近年、

林が明示した限界のqと平均のqの区別に依拠しなが

ら、トービンらが高いq の値を経済成長と結びつけて

考えていることを批判している。むしろ、ヴェブレン

の指摘どおり、高い企業価値とその結果である高い q

の値は、不景気の状況下で企業が新規設備投資を控え

たことの帰結だというのである。 

平均のqは限界のqを独占レント分だけ上回るとい

う、林が数学的に示した内容を、ヴェブレンは、「の

れん」という無形資産が物的設備の価値以上に企業価

値を高めるとして正確に先取りしている。経済が独占

的であれば、限界のq がたとえ投資がストップする 1

の値をとっていても、平均のq は1 を上回り続けるこ

とができるのである。 

以上のことから、企業の市場価値を考慮したq 理論

が独自の意味を持つのは、市場の評価を前提にして物

的設備の不足を考える投資基準の理論としてではな

く、物的設備の価値を前提として市場評価の高低を問

題にする企業買収基準の理論として解釈される場合

であることが分かるのではないだろうか。 
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19 世紀後半の英国における新自由主義概念に

ついて 

～ラウントリ‐の『伝記』を手がかりに～ 

岡村東洋光 

 

19 世紀後半の英国に登場した新自由主義は、通説で

は、社会問題への政府の積極的な介入を容認する思想

とされてきた。だが、もうひとつの新自由主義が存在

した。 

対外競争の激化に伴い帝国主義的思潮が強まると

ともに、保守党との主導権争いのため、リベラルの立

場から、国家を人びとへの抑圧装置としてではなく、

人びとの共通の利益を代弁するものとして示す必要

があった。それに先鞭をつけたのが、理想主義哲学に

立ったT.H.グリーンであった。この延長線上に、政府

の積極的な介入を容認する新自由主義が登場する。 

他方で、都市の公衆衛生問題や住宅問題は、政府が

介入するのに最も有効なテーマであったが、この問題

に対し、政府の介入ではなく、自発的な公益活動(フ

ィランソロピー)を介して関わった一群の人たちがい

た。彼らの活動は、貧困・失業などの責任を個人に帰

し、国家援助を原則的に否認する古典的自由放任主義

とは違って、市場経済を前提としながらも、自発的な

セーフティネットを張ることで社会問題を解決しよ

うとする思想的立場を示していた。これをもうひとつ

の新自由主義と呼ぶことができよう。 

たとえば、ロンドンのような都市におけるジョー

ジ・ピーボディーらのフィランスロピーによる労働者

向け集合住宅建設。農村におけるタイタス・ソールト

らの工場住宅村の建設。さらには、ジョージ・カドベ

リーやジョーゼフ・ラウントリーによる郊外型の庭園

付住宅村の建設がある。これは光・緑・新鮮な空気と

いう三点セットの確保の試みであり、後の田園都市構

想の先取りであった。ラウントリーの特徴は、労働者

の飲酒問題から住宅問題へと転じた点にある。 

彼らの市場主義は自発的なセーフティネットを有

しているので、単なる自由放任思想ではない。だが、

彼らの活動は、対象が英国全体ではなく、特定の地域

であること。W.サットンのように巨額の寄付をした場

合、社会的な影響があまりにも大きく、政府の調整が

必要になったということ。この二つの要因によって、

政府介入の道を開いた。 

こうして政府の介入を正当化した新自由主義に先

だって、セーフティネットを持つ新自由主義が存在し

た。これは同じ市場重視型ではあるが、セーフティネ

ットを持たない今日の新自由主義とは区別されるべ

きである。 

 

環境経済学の源流にふれて：Herman E. Daly 

桂木健次 

 

経済学史学会第 64 回全国大会報告集５０年記念シ

ンポジウム第 2 報告で 「市場経済に関する学史的系

譜と環境論の位相」をしたことがある。 そのときの

ポイントの一つにケインズにおいて注目できること

に、資本主義の未来を「酸素吸入テントの中」に管理

されるべきであると見定め，その酸素を供給するのが

政府の役割であると了解したことを取り上げた。利潤

最大化を追求する市場社会経済システムでは，自然の

恩恵を最善に利用する課題への対処は困難であり，時

代はますます「外部性」という内部の計算から漏れる

観点からの重要性が増しつつあるとする認識である。

神のもとでの利殖を失った時代における倫理体系を

強く意識して，物質的な豊さに価値を求めるのでなく、

わが孫達（100 年後）の「経済的可能性」を射程にい

れて富の蓄積が社会的重要性を失う「自分の行為によ

る遠い将来の結果への関心」「手段より目的を高く評

価，効用より善」を選択（「紡ぎはしない野のユリ」

にも敬意を払う）としたことは見逃せないからである。

これに対照して、制度派経済学の把握では、経済社会

を「全体社会システムのサブシステム」- 開かれて動

態的なサブシステム(システム論的アプローチ)で把

握したところにあることは知られている。古典派経済

学的・ニュートン力学的「変化」概念では「永続的進

歩への線形的史観（短期的機会追求）」による市場均

衡・定常状態（静学的均衡）への回復過程=変化があ

るだけである。 これに比して、制度派経済学成立の

視座（背景）にはダーウイン的変化概念があり、system

の累積的変化=成長過程：発展的（力学的ではない）

定理と言える。「オープンシステムとしての経済シス

テム（全体システム）」は「他のサブシステム」とり

わけ「生態系と経済系のバランス」（動態的状態の維

持）に開かれるという定義まであと一歩である。  

そこで Herman E. Daly の業績の意義がある。デイ
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リーが注目したのは、Fredrick Soddy の「デカルト学

派の経済学」（1921）における「富は貯蓄できず、た

だ支出しうるだけのフロー」とする定義で、「真の富

（資源）」は太陽から来るエネルギーフローで，それ

は経済過程で消費されるだけであり，｢資本｣というの

は「物理的にはある対象に具体化されたエネルギー」

の様態で，エントロピー法則に支配され連続的減耗の

法則に従っている「本来的には蓄積できない」という

視点である。フィジオクラート（重農主義）が土地に

富の源泉を突き止め、マルクスであっても、交換価値

(富の貨幣価格)の起源を｢人間労働｣ということで示

そうとしたのであって人間労働に富の起源を示めそ

うとしたのではなく、イギリスは化石燃料に蓄えられ

たエネルギーで作った商品を他の諸地域の食料と交

換しているに過ぎないと喝破した。また、現世代のう

ちでの形式的対等の市場参加者の間に横たわる資

産・情報・健康における非対称性だけでなく、環境悪

化や資源枯渇といった人間社会の外界とか、将来世代

の現世代における市場の意思決定への参加機会が閉

ざされていることへの政策的修正・補正措置（ルール）

を制度化する選択肢が求められている。 

昨年末、新田功〔ほか〕共訳によりデイリーの業績

が広く紹介され、1992 年地球サミットで採択された

「持続可能な発展」の定義が意識されているが、その

理論的深化の研究を進めるには経済学史的な考察が

避けられないであろう。その糸口を報告者は２６年前

の学史学会第４４回全国大会で「アメリカ環境経済学

における学史的研究‐Herman E. Daly を中心にして

‐」(1980 年)で提議しておいた。 

 

欲求と秩序―１８世紀フランス経済学の展開― 

米田昇平 

 

本報告の目的は、昨年末に報告者が上梓した同名タ

イトルの著書の内容に沿いながら、フランスの事情に

即して経済学の多元的形成にかかわる一つの特徴的

なあり方を浮き彫りにすることである。 

 ボワギルベールによる画期的な自由主義経済学

の創成に始まる１８世紀フランス経済学の展開は、啓

蒙の新たな人間像や社会像の形成を背景に独自の展

開をたどった。その特徴の一つは、欲求の満足にかか

わる有用性に富や価値の源泉をみいだす効用理論、経

済行為の心理的誘因に着目する心理主義、消費循環の

構想を含めて生産に対する消費の規定性を強調する

消費主導論、さらには快苦原理や功利主義の傾向をも

含めて、これらの相互に親和的な理論や見方が、この

時代の多くの論者の経済学の構成を彩っていること

である。欲求や効用の視点に立脚したこのような「欲

求の論理」は、功利的情念の自己実現によって世俗的

幸福を目指す１７世紀以来の価値規範の世俗化の流

れに棹さす形で醸成されていくが、この次第は、この

新たな傾向に対し、レッセ・フェールの秩序原理によ

って応えたボワギルベールの自由主義経済学や、さら

にムロン、フォルボネ、ビュテル・デュモンなどへと

続く奢侈容認論の系譜によく示されている。 

 今一つの特徴は、「富裕の科学」としてのあり方

に関して、旧体制下のフランス社会に固有の諸事情を

反映して、独自の富の理論ないし生産力の理論とそれ

に立脚した社会構想が生みだされることである。この

点では、ボワギルベール→カンティロン→ケネーの重

農主義へと至る理論的系譜がよく知られているが、他

方で、ときにそれと対抗的に、フランス産業の振興に

とって時代遅れとなったコルベルティスムに代わる

新たな政策科学が探究され、ムロン→カンティロンの

一側面→グルネやフォルボネへと至るインダストリ

ーの理論ないし生産力主義の系譜が形成されていく。

とくにイギリスに対抗しうる生産力体系の樹立を目

指したグルネとフォルボネの「自由と保護の経済学」

は、一方で、革命後のフランス産業主義の淵源ともな

ったから、この意味で、そこにこれまでケネーのまば

ゆい光の影にほとんど隠されてきた１９世紀へと連

続する豊かな鉱脈をみいだすことができる。 

 このようないくつかの特徴的傾向が、ときに相絡

まりながら、１８世紀のフランス経済学に独自の陰影

を与えた。そこにもう一つの経済学の形成を語りうる

可能性をみいだすことができようが、しかし他方で、

そのような思想史的展開を根底において規定し、マン

デヴィルやボワギルベールの共通の思想的背景をも

なした１７世紀から１８世紀への舞台のダイナミッ

クな変転（＝世俗化）の歴史的意義を解明するという

大きな仕事が、課題として残された。 
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国際学会 

国際学会情報 

開催日時を基準として，最小限の情報を掲載してい

ます。募集や参加などをすでに締め切ったものもあり

ます。最新の情報についてはURLなどで確認ください。 

●5-7 January 2007 
HES Sessions at the 2007 ASSA Meetings, Chicago, 

IL 

http://historyofeconomics.org/ASSA2007.htm 

 

●12-13 January 2007 
International Conference, Impacts, Criticisms 

and Posterity of J. B. Say’s Economic thought in 
the 19th century, Institut des sciences d l’homme, 
Lyon, France 

 

●22-24 February 2007 
International Conference, Reciprocity: Theories 

and Facts, University of Milan-Bicocca, Italy 

 

●late April 2007 
History of Political Economy Conference (HOPE 

2007), Religious Belief and Political Economy, 

Duke University, Durham, NC, USA 

 

●5-7 July 2007 
European Society for the History of Economic 

Thought (ESHET), Strasbourg, France 

http://www.eshet.net/src/index.php?jump=contai

ner.php&ob=92&id=92&level=2 

 

●13-15 July 2007 
Association for Heterodox Economics 9th Annual 

Conference 2007, University of the West of 

England, Bristol, GBR 

 

●1-3 June 2007 
The International Confederation of Associations 

for Pluralism in Economics (ICAPE), University of 

Utah,Salt Lake City, Utah, USA 

http://www.icape.org/ 

 

●4-7 June 2007 
8th annual Summer Institute for the Preservation 

of the History of Economics, George Mason 

University, Virginia, USA 

 

●8-11 June 2007 
History of Economics Soceiety, 2007 Annual 

Coference, George Mason University, Virginia, 

USA 

http://historyofeconomics.org/conference/conf_

overview.htm 

 

●21-24 June 2007 
Newton and/as Philosophy,The University of 

Leiden, The Netherland 

 

●21-24 June 2007 
The annual Summer Meeting of the Econometric 

Society, George Mason University, Virginia, USA 

 

●2007 年 8 月 24-25 日 

中国経済思想史学会・日本経済思想史研究会共催・

日中経済思想史シンポジウム「経済倫理と経済発展̶

̶東アジアにおける国際比較の視点から̶̶」早稲田大

学 

 

●6-8 September 2007 
General Equilibrium as Knowledge International 

Conference, Paris 

http://ge2007.univ-paris1.fr/ 

 

●24-26 September 2007 
The 36th Australian Conference for Economists, 

Hotel Grand Chancellor, Hobart,Tasmania 

http://www.ecosoc.org.au/Tas/ 

 

●3-6 October 2007 
Fifth International Marx Conference, Université 
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de Paris-X Nanterre 

http://netx.u-paris10.fr/actuelmarx/cm5/index5

.htm 

 

●4-6 October 2007 
12th European Conference on the History of 

Economics (ECHE 2007), University of Siena, 

Certosa di Pontignano (Siena), Italy 

 
（赤間道夫） 

 

 

追  悼 

高橋和男会員（立教大学教授）は、2006 年 11 月 27 日、肺がんのため他界された。享年 61 才。高校卒業

後、会社員生活を経て上智大学経済楽部、立教大学大学院に学ぶ。ウェイルズ経済史からアメリカ史に転じ、

小林昇氏の影響を受けた作業を経済思想史・学史の領域で行なった。ヘンリー・ケアリーに沈潜しつつ、一

方でトクヴィルの「アソシエーション」論を、他方でリストの「国民生産力」論を意識しながら、アメリカ

経済思想史の見直しを企てた。そこでの「高賃金の経済」論への着目は一論点をなし、一連の重厚なケアリ

ー論は学界の貴重な財産となっている。高橋氏は、ハミルトンに始まる「アメリカ体制」派の系譜を追うこ

とによって、革新主義的視点とは異なるアメリカ国民経済学の位置づけを試みていたが、その途上での、無

念の死であった。氏の徹底した文献考証のスタイルは、「レイモンド＝リスト問題」の検討にも貫かれ、K．

トライブの示唆したリスト『国民的体系』の想源としてのレイモンドという位置づけを明確にしたことは、

リスト全集の編者や小林昇氏への批判にまで到っている。州権対連邦や個人主義などへの強い関心から蓄積

された知識は、フーバー大統領の評価やベラーの著作などをめぐる会話で遺憾なく発揮され、独特な語り口

とあいまって、聞く者を強く啓発してくれた。本会編『経済思想史辞典』収録のケアリー、パッテンの項に

も氏の個性の片鱗が感じられる。衷心より氏のご冥福をお祈りする。 

（小林純） 

 

コラム 

運命（運）は歴数とも定数ともいう。露伴は明朝初頭の戦乱と建文帝の運命とを小説化したとき、冒頭を 

「世おのずから数
すう

といふものありや、有りといへば有るが如く、無しと為せば無きにも似たり」と書き出し 

ているが、この「数」は歴数の数である。 

わたくしはもともと病弱だったから、研究者としても摂生を重んじて、本に向ってさえ夜更かしというほ

どのものをしたことがない。ところがさきの大戦の末期に二十八歳で召集され、まもなく南方に向う最後の

船団の一隻に積み込まれてボルネオを志したが、この船はヴェトナムの海域でアメリカの潜水艦の雷撃を受

けて沈没してしまった。それはフィリピンのレイテ島がアメリカ軍に占領され、迎撃のためにボルネオの基

地から出動した日本の主力艦隊も、アメリカの空軍に大損害を与えられてようやく基地に回航したばかりの

ことで、南シナ海はすでにアメリカの海となっていたのである。 

わたくしは泳ぎがまったくできず（いわゆるカナヅチ）、与えられて大切に枕にしていた救命胴衣は雷撃

の起こす激浪で流されてしまったため、一時の気絶からは甲板上で蘇生したけれども、それは意味のないも

のであった。しかし同船した兵隊たちのうちの生き残った連中がみな、ゆっくりと傾いて沈む船の、まだ浅 
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くしか海水の届かぬ側の欄干
てすり

に添って海を見つめながら、「飛び込め」という命令を待っているので、わた 

くしもともかくはその列に加わることになった。この兵隊たちはみなほとんど無言で、それは訓練の効果で

あった。 

それからわたくしが、甲板上に浮いていたという一着の救命胴衣を自分の班長からもらったこと、その胴

衣には紐に不備があって背中で結べないのでまた生存をあきらめたとき、偶然一人措いて立っていた、隣の

班のかなり年長の班長がおちついた声をかけてきて、ジックリと当の紐を結んでくれたこと、この二つが十

数時間もあとに、カナヅチのわたくしが多くの戦友といっしょに日本の小さな海防艦に救い上げられること

のできた理由のおもなものである。 

このほかの僥倖を数えてみればいくつもあって、その最大のものに、孤艦での海防艦の長時間の出動など

はすでに無謀というべき状態だったのに、それが洋上に現われたということがある。あとで知ってみれば、

当時マニラからサイゴンに脱出してきたばかりの南方軍総司令部は、脱出の途中で多くの兵隊（用員）を失

って、その補充をさしあたり「海上に漂流中の兵隊」に求めようとし、海軍に特別の助力を要請したのであ

った。 

海難からの脱出といえば、沈没→救助という一度の幸運と考えられ易いであろう。しかしわたくしにとっ

ては、この二つの時点のあいだには、さらにいろいろな幸運が存在していなければならなかったのである。

しかも、兵卆としてのその後のわたくしの戦地での体験には、さらにさまざまな危機に当って想像を超えた 

幸運に恵まれたという事実があって、わたくしは、怪我
け が

一つせず、病気も保菌のままで、母国に帰還できた 

のであった。 

この体験を省みることから、わたくしはいまでは九十年の生涯でのさまざまな「生死の境」における、生

への籤の引き当てというその後の諸体験――二度の大手術や、新論説をいくつも加えた、自分の著作集九冊

の手づくりでの刊行など――を思い起こして、自身が「生」の籤に何度も恵まれたことを悟らないわけには 

いかない。人の長寿は、第一に摂生、第二に 勤 労
インダストリ

を必要とするといってよいのだろうが、結局は運に左右 

される、つまり偶然の結果なのである。どの国民もしばしば歴史的激変に曝されるものであるから、それぞ

れの個人も、この激変に直面することを避けられない。しかもこんにちでは、誰であれ日常生活のなかで各

種の事故に遭う危険が激増している。事故に遭うか遭わないかも、また運次第であって、この不安定な存在

がいまのわれわれである。 

しかし他面で、長寿が幸運のしるしだとは安易にいえないことをも、人々はむろん知っているはずである。

高齢化＝老化には不運を伴う面が多いことを、体験としてではなくても知識として、いまでは大多数の人が

承知している。 

人の運不運が超越者の指示によるものだとは、信じる人も信じない人もいるであろう。ともあれ、古代ユ

ダヤの一農夫が、「長く生き、生きるのに厭きて死んだ」といわれているような事例は、幸と不幸、運と不

運との表裏の合体を意味しているようでもある。 

 

（小林 昇） 
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編集後記 

事務局をお預かりして４回目の「ニュース」発行、つまり最後の編集作業となりました。この２年を振り

返りますと、『経済学史学会年報』を『経済学史研究』として発行できるようになり（日本学術振興会の承

認もえることができた）内容も一段と充実してきたこと、ESHET との国際シンポジウムを成功させることが

できたこと（今回のニュース記事参照）などが特筆すべきことだと思われますが、いずれにおいても事務局

は脇役として多少のお手伝いをした程度で、大会組織、英文論集(Marx for the 21st Century の発行)、学会

賞などの諸事業を含め、先頭にたって奮闘された常任幹事はじめ各委員の方々に感謝申し上げます。 

今回のニュースには小林昇名誉会員から原稿をいただくことができました。この「コラム」が今後「ニュ

ース」編集を担当される事務局によって継続され、「ニュース」が単なる情報伝達の意味をもつだけでなく、

会員の交流を深めていく場にもなることを願っています。 

（千賀重義 板井広明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済学史学会では下記のホームページとメーリング・リストを運用しています。 

・ホームページ 

http://society.cpm.ehime-u.ac.jp/shet/shetj.html 

・メーリング・リスト 

現在約 250 名の会員が参加されています。アドレスをお持ちの方は是非参加く

ださい。参加希望の会員は，最寄りの企画交流委員に連絡してください。 

高  哲男<t_taka@gc4.so-net.ne.jp>，音無 通宏<otonashi@tamacc.chuo-u.ac.jp>， 

栗田 啓子<kurita@lab.twcu.ac.jp>， 御崎 加代子<kayoko@biwako.shiga-u.ac.jp>， 

赤間 道夫<akamac@ll.ehime-u.ac.jp> 
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